別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：保健体育費　目：学校健康教育費　　　
	事業名:食育推進プラン事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　教育委員会　スポーツ健康課　学校保健給食係　電話番号：058-272-1111（内 3593）

　　　　　　　E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 1,891千円（前年度予算額：1,840千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　栄養教諭を中核として、子どもの食習慣の改善に向けた実践的な取組を行い、学校と家庭、地域が連携した推進体制を構築し、食育の推進を図る。

　（１）岐阜県食育検討委員会の設置

①教委・各地域の栄養教諭・食育の専門家等を委員とした委員会を組織し、地域　食育推進組織の立ち上げ支援、家庭における望ましい食生活の実践を推進する。

②栄養教諭を地域食育リーダーとした、地域の特性に応じた食育プログラムを実践し、子どもを通して家庭の食育に対する意識の向上を図る。

（２）市町村への再委託による食育推進体制の整備

中学校区を基準とした推進地域を指定し、地域検討委員会を中心に学校・家庭、地域が連携した指導体制の整備及び指導内容の充実に向けた実践研究を行う。

	２　所要経費


（１）食育検討委員会・食育の実践          1,491

（２）食育推進体制の整備　                  400　

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	 1,840
	1,840
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,891
	1,891
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	1,891
	1,891
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事　　業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　子どもの頃から食に関心をもち、正しい食習慣を身に付け、子どもから高齢者に至るまで誰もが生涯を通じた健康づくりに取り組める環境づくりを行います。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	食育マイスターの委嘱人数
	（H  ）
	（H  ）
	20,709
（H23）
	20,666
（H24）
	20,270
 （H25）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　　食育検討委員会の開催

　第１回　平成24年５月18日（金）　参加人数２２名
　　　　　　　　　　第２回　平成24年8月24日（金）　参加人数２３名
　　　　　　　　　　第３回　平成24年11月２日（金）　参加人数１６名
　　第２回岐阜県の学校給食あゆみ展の開催

　　　　　　　　　　平成24年11月18日（日）

　　　　　　　　　　会場：東美濃ふれあいセンター（中津川市）




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　23年度に引き続き24年度も小学６年生全員を、家庭において食育の話題を提供することにより家庭内の食育を推進する「家庭の食育マイスター」に委嘱しており、徐々に食育に関する高い関心と知識をもった子どもが増えていっている。
今後も学校において子どもを対象とした食育を推進することによって、その親世代にも食に対する関心が高まり、正しい食習慣が広まっていくことが見込まれる。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	長期構想における県民の意見にも、食育の充実を求める声が多く寄せられているうえ、家庭環境の多様化により、行政による食育の重要性は年々高まってきている。

	・　事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	家庭の食育マイスター推進事業によって徐々に食育に関する高い関心と知識をもった子どもが増えている。
食育検討委員会においては、給食に関わる事業者等と栄養教諭がよりよい給食の供給や学校給食を活用した食育推進に関する意見交換を行い、連携が強まった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　岐阜県学校給食会や岐阜県栄養士会等、各種団体との連携により、効率的に事業を推進している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　食育推進のためには、栄養教諭が学校・家庭・地域の食育をコーディネートし、家庭状況や子どもの生活スタイルに応じた取組を実施する必要があるが、取組のパートナーとなる市町村の食育推進組織は整備されつつあるも不十分である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
学校教育において食育に取組むことは、食育推進に大きな役割を果たしており、県民ニーズも高い。現在の各種取組は好評価を得ているが、さらに分析・検証して、より質の高い事業を行っていく。


